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され，政策が実施されてきた。なかでも，スハルト政権期（1966 ～ 1998 年）










方行政法（地方行政に関する法律 1999 年第 22 号）は，村落の画一化を








者らの関心を集めてきた（1）。しかし，わずか 5 年後には 2004 年地方行
























定義され，位置づけられてきたかを概観する。第 2 節，第 3 節では，そ
れぞれ 1979 年デサ行政法，1999 年地方行政法にもとづく村落再編・改
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483 の県・市，6520 の郡，7 万 5666 の村・町の地方行政単位を通じて












考慮し尊重しながら，法律がこれを定める。」（1945 年憲法第 18 条）




特別な特徴をもつ地方とみなしうる。」（第 18 条 II 注釈）















定める。」（第 18 条第 1 項）
「国家は，慣習法共同体およびその伝統的権利が今なお現存し，インド
ネシア共和国単一国家の原則および社会の発展に適合する限りにおいて，
これを認知し，尊重し，法律によりこれを定める。」（第 18B 条第 2 項）
以上のような憲法の規定にもとづき，インドネシアの地方行政関連法令
は，独立以来，村落をいかに位置づけてきたのだろうか。独立後，地方行
政を規定したおもな法令として，1948 年地方行政基本法（1948 年第 22
号法），1957 年地方行政基本法（1957 年第 1 号法），1965 年地方行政基
本法（1965 年第 18 号法），1965 年第三級地方自治体設置促進のための
移行形態としてのデサプラジャ設置法（1965 年第 19 号法），1974 年地
方行政法（1974 年第 5 号法），1979 年デサ行政法，1999 年地方行政法，
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スカルノ政権期（1945 ～ 1966 年）に制定された 1948 年，1957 年，
1965 年の法令は主として第 1，スハルト政権期の 1979 年法は主として
第 2，そして，分権化期に制定された 1999 年と 2004 年法は第 3 を軸に
しながらも，第 1，第 2 の方向性もあわせもつということができる。
以上のうち，スカルノ期の法令は制定されながらも，村レベルでの実
施には至っていない。実際に施行され，全国津々浦々に画一的な村落行政




第 2 節  スハルト政権期の村落行政―村落への「ガバメ 
　　　　　  ント」の浸透―
1979 年デサ行政法にもとづく村落再編の特徴として次の 3 点が指摘で
きる。
第 1 に，村落単位の大幅な再編である。表 1 は州別にみた村数の推移






1979 年デサ行政法にもとづき発令された 1981 年内務大臣令第 4 号は，




口 2512 人であった調査村（ヌグリ）は，人口 55 人という極小村を含む，
表１　州別行政村数の推移
（出所）以下の資料より筆者作成。
　　　 1956 年, 1961 年, 1974 年, 1986 年：Kato [1989]。
　　　 1998 年：Statistik Indonesia 1998［1999］。
　　　 2002 年：Statistik Indonesia 2002［2003］。





(1966 ‐ 1998 年 )
分権化期 
(1998 年 ‐ 現在 )
1956 1961 1974 1986 1998 2002 2008
スマ トラ
アチェ特別州 568 572 708 5,567 5,601 5,697 6,424
北スマトラ州 2,517 2,573 5,729 5,643 5,274 5,365 5,774
西スマトラ州 561 625 3,563 2,180 868 924
リアウ州 1,252 637 725 1,103 1,351 1,830 1,622
リアウ諸島州 - - - - 351
ジャンビ州 119 101 1,220 1,149 1,172 1,342
南スマトラ州 824 429 2,432 2,882 2,657 3,075
バンカ ・ ブリトゥン諸島州 - - - - 342
ベンクル州 575 55 70 1,226 1,159 1,153 1,351
ランプン州 959 1,195 1,509 1,995 2,097 2,339
ジャワ
西ジャワ州 3,802 3,794 3,870 6,980 7,193 7,232 5,871
バンテン州 - - - - - - 1,504
ジャカルタ特別区 140 137 224 236 265 267 267
中ジャワ州 8,492 8,558 8,462 8,411 8,536 8,551 8,574
ジョクジャカルタ特別州 407 554 556 556 438 438 438
東ジャワ州 8,206 8,162 8,331 8,357 8,426 8,460 8,505
カリマ ンタン
西カリマンタン州 4,060 不明 4,993 4,690 1,403 1,431 1,791
中カリマンタン州 1,507 935 1,138 1,145 1,236 1,257 1,457
南カリマンタン州 602 676 2,369 2,169 1,941 1981
東カリマンタン州 915 956 1,087 1,081 1,247 1,263 1,421
スラウェ シ
北スラウェシ州 1,021 1,143 1,273 1,482 1,563 1,495
ゴロンタロ州 - - - - - 584
中スラウェシ州 7,144 1,089 1,260 1,305 1,412 1,427 1,688
東南スラウェシ州 606 403 694 1,357 1,538 2,031
南スラウェシ州 3,422 1,165 1,209 3,023 2,946 2,946
西スラウェシ州 - - - - - 542
バリ以東
バリ州 574 557 608 658 674 707
西ヌサトゥンガラ州 5,982 469 564 564 660 702 913
東ヌサトゥンガラ州 753 1,719 1,725 2,516 2,545 2,805
マルク州 1,671 1,552 1,767 1,833 1,559 1,554 906
北マルク州 - - - - - - 1,036
ｲﾘｱﾝ ･ ｼﾞｬﾔ州／パプア州 67 不明 2,634 897 2,312 3,482 3,416
西パプア州 - - - - - 1,244
東チモール州 不明 不明 不明 1,753 442 -
インドネシア全体 47,305 39,434 50,101 67,949 67,925 68,110 75,666
72 73
第３章　インドネシア分権化時代の村落改革
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（出所）1980 年内務大臣令第 44 号および 1981 年内務大臣令第１号より筆者作成。
（注）　 デサ長・デサ役人は全員，県知事の任命書を受けるが，公務員ではない。町は全員が公務員。








職員 公務員 公務員 公務員ではない
財政権 あり なし あり
議会 行政と分離した議会を
もつ
なし 議会的組織 （デサ協議会） が設置さ
れるが， 行政と立法の分離はない
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務大臣令 1980 年第 2 号）。
こうした町と村を併設させる体制は，現在に至るまで続いている。
1999 年地方行政法や 2004 年地方行政法がいかに村落自治を認める方向
性を打ち出していたとしても，自治権をもたない町への移行は進展してい
る。この点については後節で再度議論することとしたい。
第 3 節　1999 年地方行政法による村落改革―村落




年デサ行政法から，180 度方向転換する内容となった。表 3 は，1979 年
デサ行政法，1999 年地方行政法，および 2004 年地方行政法にもとづく，
村落の制度枠組みのおもな相違点を整理したものである。1999 年地方行
政法による改革の柱として次の 2 点が指摘できる。
第 1 に，村落の「固有な自治」の認知と多様性の尊重である。1999 年
地方行政法は，1945 年憲法の精神に即し，村落を「国家行政機構のなか
で認知される固有性と慣習にもとづき，住民の権益を統治し処理する権限
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権限」をもつものとして表現している（Fauzi and Zakaria ［2001：52］）。
1999 年地方行政法のこうした規定にもとづき，とくにジャワ島以外の
地域では，慣習にもとづく固有な村落単位や機構を復興させようとする動










州条例が 2000 年 12 月に制定された（Benda-Beckmann［2000：13］）。
表 1 にあるように，西スマトラ州の村落数が 1998 年から 2002 年の間に
2180 から 868 へと減少しているのは，ナガリの復興にともなうものであ
る。西スマトラ州に続き，南スラウェシ州タナ・トラジャ県でも慣習的な
村落単位だといわれる「レンバン」を復興させることを定めた県条例が


























地域の慣習と地域的状況に応じて， 各県 ・ 市条例
で定める。 都市部には町を設置
人口規模
最低 2500 人もしくは 500
世帯
最低 1500 人もしくは 300
世帯
地域差が設けられる
・ 最低 1500 人もしくは
　300 世帯 （ジャワ・バリ）
・ 最低 1000 人もしくは
　200 世帯 （スマトラ ・ ス
　ラウェシ）
・ 最低 750 人もしくは 75
　世帯 （カリマンタン他）
村の権限









(2) 中央， 州， 県 ・ 市政
府が実施していない権
限




(2) 県 ・ 市の権限で， 村
にその管理が移譲され
た行政業務
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第 4 節　2004 年地方行政法にもとづく村落行政の基本
　　　　　  枠組みと現実

























































第 4 節　2004 年地方行政法にもとづく村落行政の基本
　　　　　  枠組みと現実



















































く再編が一段落したといえる 2002 年に 6 万 8110 村・町であったものが，
2008 年には 7 万 5666 村・町と，6 年間で 7556 村・町の増加をみせた。








しかし，2004 年には，まず郡数が 15 から 19 となり，その後，村数が再
び 268 に急増した。つまり，スハルト政権末期の村数にほぼ戻ったわけ
である。さらに，2007 年には郡数が 27 にまで急増し，2008 年にはタナ・
トラジャ県から北トラジャ県が分立することとなった。この県の分立にと
















よりデサ ・ ガヤ ・ バルの設置 9 65





45 デサと 20 町 （以後， 2000
年まで増加し続ける）








15 141 114 レンバンと 27 町
2004 県条例により郡の再編 19 145 118 レンバンと 27 町
2004 県条例によりレンバンの再編 19 268 195 レンバンと 73 町
2007 県条例により郡の再編 27 268 195 レンバンと 73 町
2008














111 レンバンと 40 町
112 レンバンと 47 町
（計 223 レンバンと 87 町）
表4　タナ・トラジャ県における行政単位の再編
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45 デサと 20 町 （以後， 2000
年まで増加し続ける）








15 141 114 レンバンと 27 町
2004 県条例により郡の再編 19 145 118 レンバンと 27 町
2004 県条例によりレンバンの再編 19 268 195 レンバンと 73 町
2007 県条例により郡の再編 27 268 195 レンバンと 73 町
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111 レンバンと 40 町
112 レンバンと 47 町
（計 223 レンバンと 87 町）
表4　タナ・トラジャ県における行政単位の再編

















































































































































が 1994 ～ 1995 年および 1999 年に調査を行ったジャワ島ジョグジャカ
ルタ特別州グヌン・キドゥル県の D 村では，2009 年には住民から募った










中の 1 から 23 の証明書はどの村でもほぼ共通して発行されているもので，
村で手続きが完了するものは少なく，村からの証明書をもち，郡役場や関






D 村が公共事業省の担当局と直接交渉し，深井戸ポンプの建設費約 8 億
表5　D 村が発行している各種証明書とその発行手数料 , および施設利用料






1 銀行借入申請書類 10,000 19 祝祭許可 50,000
2 土地証書取得手続き 150,000 20 社会政治団体会議許可 50,000
3 銀行借入許可手続き 25,000 21 自家用チーク伐採許可 20,000
4 建物建築許可 （IMB） 手続き 25,000 22 商売用チーク伐採許可 ( １m3 当たり ) 10,000
5 その他の許可手続き 10,000 23 村外者埋葬許可 (Numpang kubur) 100,000
6 転出証明 10,000 24 冠婚葬祭目的の村落会館利用料 600,000
7 死亡証明 10,000 25 公共目的の村落会館利用料 200,000
8 転入証明 15,000 26 村有家屋利用料 100,000
9 新世帯証明 5,000 27 会議室利用料 50,000
10 住民登録証取得のための証明書 5,000 28 村有店舗賃貸料 300,000
11 旅行証明 10,000 29 テントとイス賃貸料 3,000,000
12 素行良好証明 5,000 30 応接イス賃貸料 1,200
13 運転免許証取得のための証明書 10,000 31 運動場利用料 20,000
14 未婚証明 15,000 32 商業目的の運動場利用料 300,000
15 結婚条件証明 75,000 33 保健センター利用料 500,000
16 離婚証明 100,000 34 D 村第一小学校建物利用料 200,000
17 後見人証明 25,000 35 D 村第二小学校建物利用料 200,000
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定されている（政令 2005 年第 72 号第 27 条）。しかし，実際の報酬額は
非常に低く，かつ地域差も大きい。筆者が 2010 年 8 月に訪ねた 8 村にお
ける村長の報酬は，月額 10 ～ 20 万ルピアから月額 100 ～ 150 万ルピア
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（出所）Statistik Keuangan Pemerintahan Desa の各年版より筆者作成。
（注）　 1） 総額は，村落財政統計各年版のもととなったサンプル村（町を含む）の財政の総額。
　　　　　 1998/99 年度から 2003 年度にかけて，急激な増加がみられるのは，アジア通貨危機
と分権化の影響と考えられるが，その詳細は別途調査が必要である。
　　　 2） インドネシアの財政年度は，1999/2000 年度まで，4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までの 1 年間 
とされていたが，2001 年度より 1 月 1 日から 12 月 31 日までとなった。そのため，前者の場
合は 1993/94 年度といった形で表記した。なお，2000 年度はその調整年として 2000 年 4 月 1
日から 2000 年 12 月 31 日までの 9 カ月間となった。
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2004 年地方行政法は，村の歳入源を表 6 に記した 5 種と定めている。
村により，これらの歳入の額と割合は大きく異なる。また，その財政管理・
運営状況も違いが大きい。村の予算書の作成は村落行政の業務のひとつと
して義務づけられているが，2010 年 8 月の訪問時，予算書をみせてほし
いとの筆者の問いにその場で対応してくれた村は，ジョグジャカルタ特別





ドゥル県の C 村と D 村の 2009 年度決算書によれば，D 村の歳入額は約
4 億 1800 万ルピア，C 村は約 8 億 5800 万ルピアにのぼる。しかし，そ
のほかの村では，自主財源はほとんどなく，おもな歳入は，県からの村落












32％（約 1 億 3300 万ルピア）を占める。このうち，書類発行手数料が
約半分（約 5800 万ルピア）を占め，また，前述したように，村営公社の
年間収益の 20％（約 2000 万ルピア）が村落財政に繰り入れられている。
住民のスワダヤ約 3900 万ルピアは，村役場改築のため，各世帯から毎月
3000 ルピア（ただし貧困世帯は減額）の拠出金を募ったためである。なお，






して県政府から支給されている財政補助金（約 1 億 3000 万ルピア）であ
る。この報酬補助は，村長に月額 150 万，5 人の係長に月額 80 万ルピア，
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高いタナ・トラジャ県 H 村でも月額 100 万ルピアである（表 8）。
村落交付金は，県・市政府が受けとる中央・地方財政均衡資金の一部（最
低 10％）を村々に配分し，交付するものである。各村への支給額は県・




が定める各村への配分率などにより異なる。D 村では 2009 年度，5780
万ルピア（歳入の 14％）を受けている。筆者が訪ねた 8 村では，最も少
ない村で3500万ルピア，最も多い村で1億2700万ルピアであった（表8）。








2000 万ルピアのうち，700 万ルピアしか集まらなかったため，A 村村長
は不足分の 1300 万ルピアを親族などから借り集めて納入し，3500 万ル
ピアの村落交付金を受けた。支給された村落交付金のなかから借り入れた




D 村の税収分与および利用者負担金分与は，両者あわせて約 2250 万ル
ピア（歳入の 5％）である。このなかで大きいのは，土地建物税税収分与
998 万ルピアである。ちなみに，D 村の 2009 年度の土地建物税の徴収・
納入額は約 8000 万ルピア，約 80％の納入率であったという。なお，ジョ
クジャカルタ特別州の C 村，D 村以外の村々でも，税収分与を受けてい
.
項目および内訳 歳入額（ルピア） 比率（％）




1-4 住民のゴトン・ロヨン 　　　　　  0
1-5 その他の自主財源 　57,690,000




3. 利用者負担金分与 　　8,615,000 　　2
3-1 州からの利用者負担金分与        4,999,000
3-2 県からの利用者負担金分与        3,616,000
4. 均衡資金      57,800,000 　 14
4-1 村落交付金      57,800,000
5. 中央，州，県からの財政補助金    182,740,000     44
5-1 中央からの財政補助金                     0
5-2 州からの財政補助金       45,000,000
5-3 県からの財政補助金     137,740,000
5-4 その他の財政補助金 0
6. 政府，NGO，個人などからの譲渡金 0      0






表7　ジョグジャカルタ特別州グヌン・キドゥル県 D 村，2009 年度歳入決算
（出所）2009 年度村落予算執行報告に関する D 村条例 2010 年より筆者作成。
ずれも村落交付金の一部を報酬に充てる形がとられていた。これらの村々
では，村長の正規報酬は月額 10 ～ 20 万ルピア前後と極めて低く，最も
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ばらつきがみられる。とくに自主財源は，C 村や D 村以外では，非常に
限られたものとなっている。財政規模が相対的に大きい C 村や D 村にあっ
ても，村長・村役人や村協議会メンバーの手当などの人件費が村落財政
の大きな割合を占める。D 村の 2009 年度歳出に占める人件費の割合は約

























ていた。タナ・トラジャ県の H 村では，2011 年 1 月，2012 年度に向け
表8　訪問村８村における村落財政の概況
（出所）2010 年８月の各村での聞き取り調査より筆者作成。
（注）　 村名はすべて仮名。村長の報酬は，3 カ月もしくは 6 カ月に 1 回支給される場合もあるが，
すべて月額換算した。財政概況は，ジョグジャカルタ特別州の C 村，D 村は 2009 年度の


















































税収分与， 約 2000 万
村落交付金， 6130 万
上位政府からの財政補助
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税収分与， 約 2250 万
村落交付金， 5780 万
上位政府からの財政補助
金， 約１億 8300 万
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Asli）」，「行政村（Desa Praja）」，「自治村（Desa Swapraja）」の 3 類型
に分け，それぞれ異なる権限，機構，人事，財政をもつものとして定めて




























































Asli）」，「行政村（Desa Praja）」，「自治村（Desa Swapraja）」の 3 類型
に分け，それぞれ異なる権限，機構，人事，財政をもつものとして定めて

























（ 1 ）たとえば，Juliantara ed．［2000］，Benda-Beckmann et al.［2001］，Prasetyo
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